
東京都港区南青山2‒11‒17 〒107‒8560
http: //www.dai ichihok i .co . jp

Tel . 0120‒203‒694
Fax. 0120‒302‒640

猪野 積 猪野 積 著
総務省自治大学校客員教授

平成29年5月に公布された地方公務員の臨時・非常勤職員に

ついての任用制度改革の解説を盛り込んだ待望の改訂版！

地方公務員の臨時・非常勤職員についての
任用制度改革（平成32年4月1日施行予定）、
平成29年8月23日付「会計年度任用職員制度の
導入等に向けた必要な準備等について（通知）」の
解説までを盛り込んだ。

地方公務員を取り巻く
法制度を
網羅的に解説！

旧自治省旧自治省（現総務省現総務省）公務員課長を公務員課長を
務めた著者による務めた著者による、
地方公務員法の解説書！地方公務員法の解説書！

旧自治省（現総務省）公務員課長を
務めた著者による、
地方公務員法の解説書！

自治体の
職員研修にも
最適！

人事担当者
必備の書！
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第１節　地方公務員制度とその対象
1 地方公務員制度の意義
2 地方公務員の意義と範囲
3 一般職と特別職の区分
4 新法による特別職非常勤職員の任用
の適正確保

5 企業職員
6 単純労務職員
7 特定地方独立行政法人の役職員
8 労基法102条適用職員と労基法102
条非適用職員及び地公労法適用職員
と地公労法非適用職員（現業職員と
非現業職員の区分に代えて）

第２節　地方公務員制度の理念
1 戦前の地方公務員
2 地方公務員法の成立
3 地方公務員法の基本理念
第３節　地方公務員に関係のある法令
1 地方自治法及び地方自治法施行規程
2 地方公務員法
3 地方公営企業法及び地方公営企業等
の労働関係に関する法律

4 地方独立行政法人法
5 地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律並びに教育公務員特例法

6 警察法
7 消防組織法
8 労働基準法
9 労働組合法及び労働関係調整法
10 その他の法令

3 昇任の手続等
4 降任及び転任の手続等
5 条件付採用
6 兼職、充て職、事務従事、事務取扱い、
事務心得、出向

7 公益的法人等への職員の派遣
8 任期付採用
9 会計年度任用職員
10 臨時的任用
11 新法による臨時的任用の適正確保
第５節　離　職
1 離職の種類
2 辞　職
3 任期満了退職
4 定年退職
5 失　職
6 退職管理の適正確保
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＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!
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第一法規 検　索

＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適応税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

お客様の個人情報の
取扱いについて

平成　　　　年　　　　月　　　　日
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